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1. 何が本当の問題でありそうか
　「博士課程を出ても就職ができないか任期付の不
安定な職にあり、不遇な生活を送っている。仮に就
職してもアカデミアに就職しない限り、能力を生か
せない。」
　「だからこそ博士課程への進学者が減っており、日
本の将来の科学は危機的な状況にある。」
　こういった言説は日本では 1970 年代の「オー
バードクター」問題の顕在化とともに強調され1）、世
界でもポストドクター職にとどまり続ける博士課程
修了者問題（Permadoc 問題）として指摘されてい
るところ2）である。
　この言説には不可解な点がある。50 年以上にわ
たって問題であり続け、しかも、潜在的な進学者の
自己選択により進学が減っているのであれば、過度
に就職が困難な状況は自然と調整されているのでは

ないか。
　もう一つ、気になる言説が含まれている。それが

「不安定な職」への評価である。たしかに 10 年以上
にわたって任期の定めのない雇用である場合はライ
フプランが描きにくくなる。しかしこれが短期的な場
合、特にキャリア初期の訓練期において任期付の職で
あることは不遇さにつながるのだろうか。プロフェッ
ショナル・スポーツ選手や芸術家、建築家、デザイ
ナー、コンサルタントなど、専門職では少なからず雇
用が不安定であることを考えると、疑問が残る。
　そうであるとすると本来問題にするべきは、仕事
に満足を感じ、生き生きと活躍できていないことで
はないか。この観点から、過度に就職が困難な状況に
あるのか、不安定な職への評価をはじめ何が職務の内
容に対して感じる満足度に関係しているのかについ
て、NISTEP が収集する博士人材への追跡調査の個票
データを用いて探索的な分析を行った3）。

本研究では博士人材がキャリア初期の職務内容に対して感じる満足度に影響する要因を、2012 年に日
本の博士課程を修了又は単位取得退学した者への追跡調査をもとに分析した。その結果、「博士は就職で
きない」、「不安定な雇用状況にある」、さらには「生き生きと活躍できていない」という状況は確認でき
ないと判断された。さらに、研究に関与できること、研究テーマが生きることが職への満足度の関係にお
いてたしかに重要ではあるものの、博士課程での研究に関する知識・技術が生きる程度の職務であっても
職務満足度の高さに結び付きうることが確認された。この結果は、分野横断的・産学融合的な大学院教育
の意義、そして、産業界において研究の知見・技能が生きる職務（ジョブ）が定義されることが重要であ
ることを示唆している可能性がある。
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もとに 2 つの推計値を算出した。
　図表 1 のとおり、修了 1.5 年後はパートタイム雇
用や休職者等が合計で 13% とやや多い傾向が見ら
れたが、30 歳～39 歳の大学院修了者と同等の値に
とどまった。無期雇用契約の有職者や事業主の割合
は修了 1.5 年後では 54% と少なかったが、6.5 年後
には 30 歳～39 歳の大学院修了者と同等の 76% に
到達していた。つまり、博士は修士と比べて就職でき
ていないという現象は観察されなかった。なお、レ
ポートでは報告していないものの、同世代の大卒者
と比べると、わずかではあるが有期雇用の割合、さ
らに、フルタイム雇用の割合は多い傾向にあった。
　次に職務の内容への満足を確認する。図表 2 は修
了 1.5 年後、3.5 年後、6.5 年後時点それぞれについ
て、回答者の職務内容への満足度がどのように分布
しているかを表している。比較のため厚生労働省調
査で把握された 30 代の平均的な職務内容満足度の
分布を記載した。
　図表２に見られるように、修了後、時間がたつほど
満足度は低下する傾向にあったが、「満足している」

「まあ満足している」と回答した者の割合は修了 6.5
年後でも 73% であり、30 代平均の 63% を大きく
上回っていた。ただし、6.5 年後の時点では「あま
り満足していない」と回答した者の割合がやや多く
11% を占めている点には注意が必要である。
　このように「博士は就職できない」、「不安定な雇用
状況に（過度に）ある」との言説は少なくとも 2012
年の博士課程出身者においては該当しなかった注 1。

2. 分析の対象と分析の手法
　博士人材への追跡調査は、日本の博士課程設置大
学の博士課程を特定年に修了した者、又は、単位取
得退学した者（以下、本文中では博士課程出身者）
を対象にした悉皆質問票調査である。今回の分析で
は、2012 年の日本の大学の博士課程出身者を対象
とし、修了 1.5 年後、3.5 年後、6.5 年後の三時点で
調査した結果を用いた。注意が必要なのは、日本の
博士課程修了者には社会人経験者が多く、年齢層に
も一定の多様性があることである。そこでボリュー
ムゾーンである博士課程修了・退学時点で 35 歳以
下の者に限定して分析を行った。各調査での個々の
設問に対する回答有無が異なるため、分析により回
答者数の若干のずれはあるものの、3.5 年後の職務内
容満足に影響する要因の分析では最大で 1,296 名
の回答を、6.5 年後との関係の分析では最大で 895
名の回答を用いた。

3. 博士人材は不遇であるのか
　まずは博士課程出身者の就業状況を確認する。図
表 1 は修了 1.5 年後、3.5 年後、6.5 年後の回答者の
就業状況別の割合を表している。ここでは比較のた
め「就業構造基本調査」で把握可能な 30 歳～39 歳
の大学院修了者（9 割は修士課程修了者が占めてい
る）の就業状況と比較した。ただし、同調査では無
期雇用か否かの情報はなく、「労働力調査」の結果を

図表 1　博士課程修了者（修了時 35 歳以下）の就業状況

（注） 2012 年の博士課程修了者（単位取得退学者を含む）のうち博士課程修了時点で 35 歳以下の者における修了後
の就業状況（文部科学省科学技術・学術政策研究所が収集「博士人材追跡調査」）。[  ] 内は比較対象。30 歳～
39 歳大学院卒の値は総務省「就業構造基本調査」（2017 年）の値に、総務省「労働力調査」（2017 年）から算
出される有期雇用者比率を乗じて推計したもの。低位推計は全ての大学院卒者での有期雇用割合を、高位推計は
25 歳～44 歳での有期雇用割合を用いた。

注 1 ただし、2000 年頃の博士課程出身者の中では理学分野などを中心に 20 年以上任期付のポストドクター職にとどまる者が一定割合
で存在し、しかも、活躍の機会が制約されてしまっている可能性が別の調査では示唆されている4）。このような分野では若手優遇策
に加えて、中堅の支援策がなければ、博士号取得への負のイメージが拭えない可能性がある。
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さらに、「生き生きと活躍できていない」との捉え方
も、同世代全体の平均と比べて不満を抱える博士課
程修了者の割合が顕著に高いとはいえず、妥当性を
確認できなかった。ただし、職務内容に不満を持つ
層がやや多く、これを満足できている状態に引き上
げることは博士人材のキャリアに関して前向きな捉
え方が広まることにつながるかもしれない。

4. 何が職務内容満足と関連するのか
　そうだとすると職務内容満足が高まる要因の特定
が求められる。そこで本研究では職務内容満足の高
さと相関すると想定される要因を国内外の先行研究
をもとに幾つか取り上げ、それらに対して本当に相
関があるのかを計量経済学的な手法により特定し

た。分析の対象は修了 3.5 年後、6.5 年後とし、1.5
年後は対象から除外した。これは学術研究機関勤務
者を中心に、修了直後（修了 1.5 年後）においては
研究継続やその後のキャリア形成につながることを
重視し、職務の内容や条件を度外視した職務選択が
行われる可能性が考えられたためである。
　その結果を図表 3 に示す。これは 5 段階で評価し
た職務内容に対する満足度が、それぞれの要因が存
在した場合にどの程度高い傾向があるのかを表して
いる。なお、平均的な職務内容満足度（1 点～ 5 点
の 5 段階尺度で回答）は修了 3.5 年後で 3.96 点（標
準偏差 0.99）、6.5 年後で 3.77 点（標準偏差 1.00）
であった。あわせて、分析の対象となった属性に該
当する者の割合を図表 4 に示す。

図表 2　博士課程修了者（修了時 35 歳以下）の職務内容満足

図表 3　博士課程修了者の職務属性・個人的属性が職務内容満足に与える影響（修了 3.5 年後、6.5 年後）

（注） 2012 年の博士課程修了者（単位取得退学者を含む）のうち博士課程修了時点で 35 歳以下の者における修了後
の職務内容満足（文部科学省科学技術・学術政策研究所が収集「博士人材追跡調査」）。[  ] 内は比較対象。30 代
平均の値は厚生労働省「雇用の構造に関する実態調査」（令和元（2019）年度）の結果による。

（注） 横線は 95% 信頼区間。白抜き背景の変数は統計的に 5% 水準で有意でなかったもの。修了 1.5 年後まで博士号と
は、博士課程修了、又は、単位取得退学後 1.5 年後以内に博士号を取得したことを指す。その影響は、修了 3.5 年
目時点では博士号を取得していなかったものとの相対的な満足度の差として把握されている。学術分野の影響は理
学分野の博士課程出身者に比べて、該当する学術分野の博士課程出身者における職務内容に対する満足度の平均的
な高さ・低さとして把握されている。「教育・芸術・その他」の「その他」には、心理学、家政学、総合・融合領
域が含まれる。グラフにない学術分野（工学、農学、医療（医歯・薬学、その他医療）、人文学）は統計的に非有意。
n=1,277（修了 3.5 年後）、n=895（修了 6.5 年後）。
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4-1　博士研究で培ったものが生きることの重要性
　博士人材への追跡調査では、職務と博士研究内容の
関連度は、
　● 　関連度・なし：博士課程の研究に関する知

識・技術を用いない業務に就いている
　● 　関連度・中：博士課程の研究に関する知識・

技術を用いた業務に就いている
　● 　関連度・高：博士課程の研究と同分野の研究

活動が主な業務である
の 3 段階で把握している。
　分析の結果、関連度が高い場合は、修了 3.5 年後
では 22%、6.5 年後では 17%、関連性がない場合に
比べて職務内容への満足度が高い傾向があった。しか
も、同じ分野の研究活動が業務でなくとも職務内容満
足につながることも確認できている。中程度の関連
度、すなわち、博士課程の研究に関する知識・技術
を用いた業務にとどまる場合も、修了 3.5 年後では
13%、6.5 年後では 7%、職務内容の満足度が高い傾
向があった。調査では関連度の詳細は把握していない
ため、博士研究と職務内容との間に様々な形の共通点
や接点があったことが想定されるが、例えば、「研究
分野の専門知識が生きた（例：機械学習の基礎研究を

していたが、この分野の知識を生かして機械学習を応
用した映像解析研究に転向した）」「研究で用いた分析
手法が生きた（例：心理学の実験手法が、業務である
マーケティング活動で活用できた）」ことが該当する
と考えられる。
　類似の傾向として、職務上、論文、特許生産へ関与
している場合にも、職務内容満足が 8%（3.5 年後）
ないし 6%（6.5 年後）高い傾向があった。
　このように、博士研究で培ったことが生きている、
又は、論文等形式知の生産という意味での研究活動に
関与できていることが、職務内容への満足につながっ
ているとの結果は当然のものといえる。修士課程から
博士課程に進学する段階で、過半数の学生は、研究へ
の関心、能力・技能への向上を進学の理由としてあげ
ている5）。前者は職務への志向として研究を好んでお
り、後者は人的資本を高めることを重視しているとい
える。これらが満たされることは大多数の博士人材に
とって進学の目的を果たすことにつながる。

4-2　雇用形態との関係は限定的
　雇用形態との関係では、任期付契約の場合に任期の
定めのない雇用（いわゆる正規雇用）に比べて満足度

図表 4　主要な属性の該当者割合

（注） * は図表 3 の結果での比較対象となっている属性。†は図表 3 では表示していない属性。なお、雇用形態のうち
起業については修了 6.5 年後しか把握されていない。



30

が統計的に有意に 3% 低い傾向が修了 3.5 年時点に
限って見られた。しかし、この傾向は 6.5 年後時点
では統計的にみて顕著なものではなかった。つまり、
任期付契約であるからといって職務の内容が平均的
に満足度の低いものになってしまう傾向は長期的に
は統計的に有意でなく、満足度の低さに及ぼす影響は
限定的であるといえる注 2。
　また、起業をした場合にのみ満足度が 34% 高い傾
向が見られたものの該当者は全体の 0.7% とごく少
数にとどまる。

4-3　その他の要因
　この他には学術分野による差が観察された。修了
3.5 年後に限れば、社会科学、及び、教育・美術・そ
の他分野での博士課程出身者は、理学分野の出身者に
比べると職務内容満足がそれぞれ 6% 低い傾向が確
認された。修了 6.5 年後には統計的には有意ではない
ものの教育・美術・その他分野で依然として負の相
関が見られており、これらの分野では、博士課程出身
者のキャリア形成において何らかの課題が発生して
いるのかもしれない。
　進学理由の一部も関連性が見られた。修了 6.5 年後
に限れば、フェローシップ（奨学金等）が進学の理由
となっている場合に職務内容満足が 10% 低い傾向
が確認され、修了 3.5 年後においても統計的には有意
ではないものの負の相関が見られた。どのような因果
関係が背景に存在するかについては、この研究成果だ
けでは推測できる材料が十分ではないものの、2012
年の博士課程出身者において、当時の金銭インセン
ティブの存在が博士課程やその後の博士人材として
のキャリアに適合しない人材を引き付けてしまった
可能性を表すものではある注 3。ただし、だからといっ
て奨学金の拡充の効果を否定的に捉えるべきではな
い。十分な奨学金の存在は研究者として嘱望される研
究能力に優れた者の博士進学の要因につながってい
ることが別の調査で確認されている6）。
　この結果にはもう一つの解釈もありうる。生活費を
支えるのに必ずしも十分な額ではないフェローシッ
プの採用者の中には不足分を借入れによって賄って
いる者もいる。このような者や、そして、貸与型の奨
学金を利用している者は、博士課程修了、又は、退学
後に返済が求められる。しかし、特にアカデミアのポ
ストドクトラルフェロー職では返済に足りる収入水

準に至っていないことがある。このために収入を重視
し、職務内容において不本意な職務を選択している可
能性もある。
　また、博士号取得の有無や時期、修了時の論文・特
許数はいずれも統計的に有意な関係が見られなかっ
た。さらに、所属先についても同様である。民間企業
や行政・非営利組織勤務の場合に、学術研究勤務の者
に比べて職務内容満足度が統計的に有意に低い、ない
し、高いということはなかった。特に重要なのは民間
でのキャリアを形成したとしても、平均的には職務の
内容への満足が下がるわけではないという点であり、
強調されるべき発見事項である。単純な集計では民間
での就職をした場合に職務内容への満足がやや低い
傾向があったのだが、これらは職務と博士研究内容の
関連性の低さにより説明がつく。

5. 本研究からの政策への示唆
　本研究からの示唆は主として 4 点ある。
　第一に、研究内容と同一分野の研究活動を行う職
でなくとも、博士課程で行った研究に関する知識・
技術を用いた業務についてさえいれば満足度は相対
的に高い傾向にあるとの発見事実は、博士研究の段
階において応用可能性の高い知識や技術を習得して
おくこと、さらには、自身が取り組む研究テーマの周
辺領域でのキャリア形成が選択肢となる可能性を博
士課程在籍中に理解しておくことの重要性を物語っ
ている。文部科学省がこれまで推進してきた分野横
断的な大学院教育や、産学の接点を拡充する取組の
意義を裏付けるエビデンスの一つといえる。同時に、
産業界等、アカデミア以外のキャリア形成の場にお
いて、そのような業務が生み出されていくことも重
要であり、産業界のイノベーション政策との連動も
重要であることを示唆している。
　第二に、任期付契約は職務内容への満足を顕著に
下げるものではないとの発見事実は、博士人材の
キャリア初期において有期雇用となることを過度
に否定的に捉えるべきでないことを示していると
解釈できる。ただし、ここでは結果を表示していな
いものの、職務条件に対する満足度と相関する要因
を分析した別の結果からは、収入の影響を調整して
もなお、任期付契約である場合に期間の定めのない
雇用である場合に比べて、職務条件に対する満足

注 2 なお、任期付契約であることは職務の条件への不満につながっていることはさらなる分析で確認されている。
注 3 本結果は 2012 年の博士課程修了者、又は、単位取得退学者の状況に基づくものであり、当時の奨学金等の受給内容や財源の影響を

受けている可能性があることに注意が必要である。当時の主たる経済的支援の源泉は、貸与型の奨学金、運営費交付金に基づく大学
院独自の奨学金、日本学術振興会特別研究員奨励費、国費留学に基づく奨学金（留学生に限る）であった。
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